
 

今月のトピックス 

 
最近の日・アジア間を中心とした人流の動向について 

 
１． はじめに 

我が国では、訪日外国人旅行者を２０１０年（平成２２年）に１，０００万人に倍増さ

せることを目標として、平成１５年度から官民挙げての戦略的な外国人旅行者訪日促

進キャンペーンであるビジット・ジャパン・キャンペーンを実施しており、平成１６年の

訪日外国人旅行者数は過去最高の６１３．８万人となった。また、平成１６年の日本人

海外旅行者数は、円高の進行等もあり、１，６８３．１万人と史上２番目の数字となっ

た。 
これら旅行者の中でも、近年は特に日本とアジアとの間の往来客が増加しているこ

とから、本稿では日本とアジアとの間を中心とした人流の動向について分析する。 
 
２． 訪日外国人旅行者数の推移 

最近１０年間の訪日外国人旅行者数の推移を見ると（図１）、アジア通貨危機（平成

９年７月～）、米国同時多発テロ事件（平成１３年９月）等によると思われる減少や停

滞はあるものの、全体として増加傾向にある。 

【図１】訪日外国人旅行者数の推移

334.5
383.7

475.7 477.2
523.9 521.2

613.8
421.8 410.6

443.8

0

100

200

300

400

500

600

700

平成7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

（万人）

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190
総数 平成７年比

米国同時多発テロ

アジア通貨危機

イラク戦争

ＳＡＲＳ流行

（平成７年を100とする）

資料）国際観光振興機構（ＪＮＴＯ）資料より国土交通省作成  
平成１５年はイラク戦争（３～５月）やＳＡＲＳ（３月～）の影響等により、前年比０．

５％減の５２１．２万人であったが、ビジット・ジャパン・キャンペーン、訪日観光ビザの

緩和措置等の影響もあり、平成１６年の訪日外国人旅行者数は前年比１７．８％増（９

２．６万人増）の６１３．８万人（過去最高）となっている。 



 

平成１７年についても、上半期（１～６月）の訪日外国人旅行者数（推計値）は、愛・

地球博や中部国際空港開港もあり、過去最高の３２５．６万人（前年比８．６％増）を

記録した。 
 
３． アジアからの訪日外国人旅行者について 

最近１０年間の地域別の訪日外国人旅行者数の推移を見ると（図２）、アジアから

の訪日外国人旅行者数は増加傾向にあり、平成１６年は平成７年と比べて２１１．３万

人増（１００．９％増）の４２０．８万人であり、訪日外国人旅行者数全体に占める割合

も６８．６％（平成７年は６２．６％）となっている。平成１７年については、１月から５月

までの暫定値の合計で１８３．９万人（前年同期比７．３％増。訪日外国人旅行者全体

に占める割合は６７．９％）となっている。 
以下、国・地域別で上位を占める韓国、台湾及び中国からの旅行者について詳しく

見ることとする。 

【図２】国・地域別訪日外国人旅行者数の推移
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平成１６年の韓国からの訪日外国人旅行者数は、１５８．８万人（前年比８．８％増。

訪日外国人旅行者数全体に占める割合は２５．９％）であり、国・地域別で６年連続１

位となった。旅行者数は最近５年間毎年増加しており、特に観光客の比率が高まって

いることから、ビジット・ジャパン・キャンペーンの効果や週休２日制の導入（平成１６

年７月）と相まって、日本への関心が高まっていることが分かる（図３）。平成１７年１

月から５月までの暫定値についても、前年同期比５．３％増と増加傾向は継続してい

る。 
平成１６年の台湾からの訪日外国人旅行者数は、１０８．１万人（前年比３７．６％

増。訪日外国人旅行者数全体に占める割合は１７．６％）であった。最近５年間の旅
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行者数は米国同時多発テロ事件、ＳＡＲＳ等の影響により増減があるが、目的別では

観光客の比率が一貫して８６％以上の高い比率を保っている（図４）。台湾では、年間

で全人口の約３割に当たる人数が海外に出かけており、海外旅行が余暇活動の一

部として定着しているといえるが、その中でも日本は中国、香港に次ぐ訪問先となっ

ている。平成１７年１月から５月までの暫定値については、前年同期比１５．３％増と

大幅に増加している。 
平成１６年の中国からの訪日外国人旅行者数は、６１．６万人（前年比３７．３％増。

訪日外国人旅行者数全体に占める割合は１０．０％）であった。最近５年間の旅行者

は増加傾向にあり、特に観光客の増加は顕著（５年間で４．２倍）である。また、他の

アジア地域からの旅行者と比べ、その他客の比率が高い（図５）。その他客の主な内

訳は、留学・就学９．３万人〔１５．６％（中国からの訪日外国人旅行者数全体に占め

る割合。以下同じ）〕、研修４．９万人〔８．０％〕等となっている。平成１７年１月から５月

までの暫定値については、前年同期比０．０２％減であり、４月の観光客が前年同月

比１５．１％減、５月の観光客が前年同月比１２．５％減となっていることから、対日感

情の影響等今後の動向に注視する必要がある。 

【図３】韓国からの訪日外国人旅行者数の推移（目的別）
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【図４】台湾からの訪日外国人旅行者数の推移（目的別）
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【図５】中国からの訪日外国人旅行者数の推移（目的別）
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(12.9%)

 
また、韓国、台湾、中国以外のアジア諸国からの訪日外国人旅行者数は、平成１５

年から平成１６年にかけて約１０．５万人増加した。平成１６年について国別にみると、

特にフィリピンが１５．５万人（前年比１２．４％増）、タイが１０．５万人（前年比３１．

０％増）、シンガポールが９．０万人（前年比１７．０％増）、マレーシアが７．２万人（前

年比１０．８％増）となり、大幅な伸びが見られた。 
ちなみに、平成１７年に訪日外国人旅行者が訪れるイベントの１つと考えられる、



 

愛・地球博の外国人入場者数調査（６月及び７月に計３回実施）の結果を見ると（図

６）、外国人来場者数に占めるアジアからの旅行者の比率は６１．５％となっている。

また、国・地域別の旅行者来場者では、第１位が台湾（シェア２２．８％）、第２位が韓

国（シェア１９．９％）、第４位が中国（シェア１０．０％）となっている。 

【図６】愛・地球博への外国人旅行者来場者数の内訳
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４． 日本人海外旅行者数の推移 

最近１０年間の日本人海外旅行者数の推移を見ると（図７）、米国同時多発テロ事

件、イラク戦争、ＳＡＲＳの影響等により平成１３年と平成１５年は前年に比して大きく

減少したが、円高の進行により海外旅行に割安感が働いたことに加え、景気の回復、

「韓流ブーム」等の影響もあって平成１６年の海外旅行者数は増加に転じ、前年比２６．

６％増（３５３．５万人増）の１６８３．１万人（史上２番目）となった。 
平成１７年についても、上半期（１月～６月）の出国海外旅行者数は８３０．８万人

（前年比９．５％増）であり、史上２番目となった昨年に引き続き、堅調に推移している

（法務省資料）。 



 

【図８】国・地域別日本人海外旅行者数の内訳

【図７】日本人海外旅行者数の推移
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５． アジアへの日本人海外旅行者について 

最近１０年間の日本人海外旅行者数の内訳を見ると、アジアへの旅行者の割合は

増加傾向にあったが、平成１５年はＳＡＲＳの影響により割合が一時的に減少した（図

８）。国・地域別で見ると、中国及び韓国への旅行者数の増加が顕著である。平成１６

年の中国への旅行者は３３３．４万人であり、平成７年に比べて１５５．５％増（２０２．

９万人増）となった。また、平成１６年の韓国への旅行者は２４４．３万人であり、平成７

年に比べて４６．５％増（７７．６万人増）となった（図９）。 

上段：訪問先国・地域名 

中段：日本人海外旅行者数（人）

下段：シェア（％） 資料）世界観光統計資料集より国土交通省作成 
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【図９】アジアへの日本人海外旅行者数の推移
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日本人海外旅行者の旅行目的別の割合を見ると（図１０）、東北アジア（中国を除

く）への旅行者に関しては、観光旅行の割合が海外旅行者全体における割合より若

干高く、２００４年の韓国への旅行者の目的に占める観光旅行の割合は７１．９％とな

っている（（株）ツーリズム・マーケティング研究所調べ）。一方で、中国への旅行者に

関しては、他の地域に比して大幅に業務出張の割合が大きい。 

【図１０】日本人海外旅行者の旅行目的別割合
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 （注）  １．アンケート調査による2000年から2004年までの割合

         ２．東北アジア(中国を除く）：韓国、香港・マカオ、台湾、北朝鮮

資料）（株）ツーリズム・マーケティング研究所（ＪＴＭ）「海外旅行実態調査」資料より国土交通省作成

 



 

６． 日・アジア間の国際航空輸送の動向 
次に、最近の日・アジア間の邦社航空輸送実績を見ると（図１１）、イラク戦争やＳＡ

ＲＳの影響によって一時的に大きく輸送人員が落ち込んだ後、各方面とも概ね増加傾

向を示している。しかし、中国における反日デモ（平成１７年４月～）の影響もあり、直

近では中国方面が減少しており、今後の動向に注視する必要がある。 
また、日本発着の国際航空便数の推移を方面別で見ると（図１２）、全体として航空

便数が増加している中、アジア方面への航空便のシェアは平成１２年５６．０％に対し

て平成１６年６４．８％と拡大傾向にある。特に中国方面の伸びは著しく、５年間で１５

２．０％増（平成１２年１９８便→平成１６年４９９便）となっている。また、平成１５年１１

月から運行されている羽田空港とソウルの金浦空港を結ぶチャーター便について、

平成１７年８月１日から従来の４便から８便に増便され、東京・ソウル間において、日

帰りや一泊二日などいっそう気軽に観光旅行や業務出張が可能となることが予想さ

れる。 

【図１1】日・アジア間の邦社航空輸送実績の推移
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【図１２】日本発着の国際航空便数の推移
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      ２．太平洋：米大陸及びハワイ・グアム・サイパン等

      ３．その他アジア：東アジア諸国・地域、南アジア、西アジア（トルコ以東）、アフリカ、ロシア極東
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以上概観したとおり、全体として訪日外国人旅行者数が増加している中で、アジア

からの旅行者数の比率は年々拡大しており、特に韓国、台湾及び中国からの旅行者

の増加は著しい。この背景には、平成１５年度から実施しているビジット・ジャパン・キ

ャンペーン、新規航空路線の開設等の効果が出ているものと考えられる。 
また、人的交流の促進を図る観点から、我が国では韓国、中国、台湾、香港、アセ

アンを対象とする様々な査証発給手続の簡素化等を推進してきており、これらの施策

により更なる訪日外国人旅行者の増大が期待される。特に中国に関しては、平成１７

年７月２５日より訪日団体観光ビザの発給対象地域を、従来の３市５省から中国全土

に拡大したところであり、中国からの観光目的の旅行者（図５）の増加が見込まれる。 
また、日本人海外旅行者に関しても、最近１０年間を見ると、中国や韓国を中心に

アジアへの旅行者数が増加傾向にあり、日・アジア間の人的な相互交流が着実に進

んでいるといえる。 
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